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多様な属性を考慮可能なマイクロシミュレーション型都市モデルは人口動態の詳細な予測手法として有

用と考えられている．一方で，マイクロシミュレーションを実行する際に必要となる詳細な世帯属性情報

や住み替えの情報などは一般に公開されていない．そのため大規模なアンケート調査より得られる世帯サ

ンプルデータを用いたモデルが一般的に提案されているが，分析手法としての汎用性が課題となっている．

そこで，本研究では入手可能なオープンデータを使用し，マイクロシミュレーション型都市モデルによる

人口・世帯分布の将来推定システムを構築し，実都市を対象にモデルを適用する．その結果，初期世帯マ

イクロデータの妥当性，再現性を確認した．さらに，オープンデータを用いた将来都市構造予測モデルの

妥当性を検証する． 
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1. はじめに 

 

 現在，日本では人口減少や少子高齢化に伴い，中心市

街地の衰退，都市機能の低下等が進行している．このよ

うな問題に対して，立地適正化計画を通じて居住地や都

市機能の立地誘導を促す政策が各地で展開されている．

こうした中，都市内における人口分布・世帯構造の詳細

な将来予測や誘導政策の評価などは都市生活者の属性を

考慮した，より綿密な都市政策のために重要である．都

市内の将来人口予測については，コホート要因法が用い

られることが多い．コホート要因法では，メッシュなど

の空間単位での人口や世帯数などの集計値を最小単位と

して扱うことが一般的であり，過去の人口移動率に基づ

き将来の人口を予測する．そのため，非線形的な人口動

態や都市生活者の詳細な属性を表現しにくいといった問

題がある．そこで，個人や世帯を最小単位として操作す

ることで，人口・世帯分布，世帯構造の将来予測，都市

政策の効果等を分析できる，マイクロシミュレーション

型都市モデルが提案されている．先駆的な研究として，

林ら1)がモンテカルロシミュレーションによる個人のラ

イフサイクルとそれに伴う世帯立地移動のモデル化を行

い，サンプルデータを用いて計算を行っている．さらに，

近年は土地利用と交通の相互作用が広く認知される中，

土地利用と交通の変化を経年的に記述するための分析手

法として，マイクロシミュレーションを用いた都市モデ

ルに対する関心が高まっている．欧米諸国ではいくつか

の研究グループによって研究事例や実都市への適用事例

の蓄積が進められている2),3),4),5)．土地利用-交通モデルに

おけるマイクロシミュレーションの位置付けについては，

その発展の方向性がWegener6),7)によって整理されている．

加えて，マイクロシミュレーション型都市モデルに関す

る研究では，世帯サンプルデータを用いて都市内の世帯

マイクロデータの初期分布を生成する研究もなされてい

る8)．また，鈴木ら9)は，初期世帯マイクロデータを用い

て，マイクロシミュレーションによって都市内の将来人

口分布を予測している．しかし，これらの手法は，アン
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ケート調査より得られる世帯サンプルデータを用いてお

り，分析手法としての汎用性も課題となっている． 

 以上を踏まえ，本研究では入手可能なオープンデータ

のみを用いたマイクロシミュレーション型都市モデルを

構築することを目的とする．また，実都市を対象にモデ

ルを適用し，モデルの妥当性や，オープンデータ利用の

可能性を検討する． 

 

 

2. モデルの基本構造 

 

 本研究で構築するマイクロシミュレーション型都市モ

デルの基本構造を図-1に示す．まず，シミュレーション

初期年次における世帯マイクロデータを作成する．国勢

調査等から入手可能な人口・世帯構成割合を周辺分布と

して，モンテカルロ法により個人・世帯の属性を生成す

る．次に，世帯マイクロデータにおける個人属性の変化

をライフイベント発生モデルにより表現する．シミュレ

ーションのタイムステップごとにライフイベント（加

齢・死亡・離婚・結婚・出生・就業・就学・免許保有状

態・独立（離家）・転居）を確率的に発生させる．この

ような，個人・世帯属性の変化を考慮して，世帯の転居

を判定する．一方で，対象地域外からの転入世帯は地域

内の世帯マイクロデータとは別に生成され，人口・世帯

フレームとの差分によって算出される．その後，域内転

居，転入世帯に対して，転居先の住宅タイプや居住ゾー

ンの選択といった転居における立地選択を表現する．最

後に，地価モデルにより地域内の立地変化に伴う地価の

変化を表現する．これらのサブモデルをシミュレーショ

ンタイムステップごとに繰り返すことで，将来の都市構

造を予測する． 

 

図-1 マイクロシミュレーション型都市モデルの基本構造 

 

 

図-2 初期世帯マイクロデータ推定フロー 

表-1 世帯タイプ 

 

3. 初期世帯マイクロデータ推定 

 

(1) 推定の基本構造 

 本研究で構築した，初期世帯マイクロデータ推定につ

いての全体フローを図-2に示す．国勢調査等のオープン

データのみを使用し初期世帯マイクロデータを推定する．

まず，対象地域における性別年齢別人口および世帯人数

別世帯数を周辺分布として設定する．次に，対象地域内

の家族類型や人口構成割合に基づき世帯タイプを生成し，

世帯構成員の世代，性別，年齢，婚姻関係等の属性を付

加する．その後，ゾーンごとに世帯マイクロデータと周

辺分布を調整する．さらに，就業・就学形態，住居タイ

プ，免許保有状況を対象地域における構成割合に基づき

確率的に決定する． 

 

(2) 周辺分布の作成 

 対象地域においてメッシュ別に，性別年齢階層別人口

と世帯人数別世帯数から算出される人口を調整し，一致

させる．その際，秘匿メッシュに関しては合算メッシュ

の人口・世帯数割合を基準に決定する．また，施設等世

帯も考慮する． 

世帯 

人数 

世帯 

タイプ 
世帯構成員 

世帯 

人数 

世帯 

タイプ 
世帯構成員 

1 11, 12 単身 5 51 夫婦＋子供3人 

2 21 夫婦のみ 52 両親＋夫婦＋子供1人 

22 男親＋子供1人 53 親1人＋夫婦＋子供2人 

23 女親＋子供1人 50 その他 

20 その他 6 61 夫婦＋子供4人 

3 31 夫婦＋子供1人 62 両親＋夫婦＋子供2人 

32 男親＋子供2人 63 親1人＋夫婦＋子供3人 

33 女親＋子供2人 60 その他 

34 親1人＋夫婦 7 71 夫婦＋子供5人 

30 その他 72 両親＋夫婦＋子供3人 

4 41 夫婦＋子供2人 73 親1人＋夫婦＋子供4人 

42 女親＋子供3人 70 その他 

43 両親＋夫婦 8 81 夫婦＋子供6人 

44 親1人＋夫婦＋

子供1人 

82 両親＋夫婦＋子供4人 

40 その他 83 親1人＋夫婦＋子供4人 
 

80 その他 
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(3) 世帯タイプの生成 

 国勢調査の家族類型16カテゴリおよび世帯人数のクロ

ス集計より，世帯タイプを表-1のように設定する．この

時，構成割合が低いものや家族類型（世帯主との続き柄）

が不明瞭な世帯は，“その他世帯”に統合する．世帯人数

ごとの世帯タイプ構成割合に基づいて，モンテカルロ法

により世帯タイプを確率的に生成する． 

 

(4) 世帯構成員の生成 

 モンテカルロ法により，生成した世帯タイプ別に世帯

構成員の属性（世代，性別，年齢）を確率的に生成する．

この時，夫婦や子供と親の年齢関係を考慮する．使用デ

ータは国勢調査の“家族類型別世帯主年齢”，“子供の

数・年齢別母の年齢”，“夫婦の年齢別夫婦数”，“同

居親との年齢関係”，および，人口動態調査の“母の出

産年齢・出生順位別出生数”である．子供の性別は50％

の確率で付加する．夫婦と子供1人から成る世帯につい

て，世帯構成員生成の例を図-3に示す． 

 

(5) 周辺分布に対する調整 

 周辺分布に対して誤差を持つ年齢階層の世帯構成員を

含む世帯をランダムに抽出し，世帯タイプおよび世帯構

成員を再生成する．ゾーンごとにこの操作を繰り返すこ

とで，世帯マイクロデータを周辺分布に対して調整する．

処理フローを図-4に示す．これにより，個人・世帯属性

の空間的不均一性を考慮し，周辺分布と一致する初期世

帯マイクロデータを生成する． 

図-4 周辺分布との調整フロー 

(6) 就業・就学状態 

 世帯構成員の就業形態は，“フルタイム職”，“パー

トタイム職”，“学生”，“無職”の4タイプを設定す

る．国勢調査の就業状態基本集計より，就業状態4タイ

プ別の構成割合を，性別，年齢，配偶者の有無別に算出

する．算出した割合を周辺分布として，モンテカルロ法

により確率的に属性を割り当てる．特に，6歳以下の未

就学児は“無職”，15歳以下の未成年には“学生”を付

加する．16歳以上24歳以下の個人に対しては，高校，短

大・大学，大学院への進学率を考慮して，就学率を算出

する．進学率は，対象地域における学校基本調査の“卒

業時の状況調査”より，進学者数を卒業者数で割って算

出する． 

 

(7) 住居形態 

 住宅タイプは，“持家/戸建”，“持家/集合住宅”，

“賃貸/戸建”，“賃貸/集合住宅”の4タイプに分類する．

まず，小地域集計における“住居の種類・所有関係別世

帯数”より小地域別に“持家”と“賃貸”の割合を算出

する．また，“住宅の建て方別世帯数”より，小地域別

に“戸建”と“集合”の割合を算出する．次に“賃貸”

の割合が“集合”の割合よりも小さい場合，“賃貸”は

すべて“集合と仮定して”賃貸集合”の割合を算出する．

この時，残りの集合の割合を“持家集合”とし，残りの

戸建を“持家戸建”とする．一方で，“賃貸”の割合が

“集合”の割合よりも大きい場合，“集合”はすべて

“賃貸と仮定して”賃貸集合”の割合を算出する．この

時，残りの賃貸の割合を“賃貸戸建”とし，残りの戸建

を“持家戸建”とする．算出した割合を周辺分布として，

モンテカルロ法により確率的に属性を割り当てる． 

 

(8) 運転免許保有状態 

 免許保有状態は，“保有有”と“保有無”に分類され

る．対象地域における国勢調査の“性別年齢別人口”お

よび，運転免許統計の“年齢別運転免許保有者数”を使

用する．人口に対する運転免許保有者数から，性別年齢

別免許保有割合を算出する．算出した割合を周辺分布と

して，モンテカルロ法により確率的に属性を割り当てる． 

  

図-3 世帯構成員の生成  
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4. 将来都市構造予測モデル 

 

(1) ライフイベント発生モデル 

a) 加齢イベント 

 加齢イベントでは，シミュレーションタイムステップ

ごとに，生存しているすべての個人の年齢に1を加える．

加齢した年齢を基準に，これ以降のライフイベントの発

生確率を与える． 

b) 死亡イベント 

 生存しているすべての個人における死亡を判定する．

累積生存関数にワイブル分布を仮定した生存時間解析に

よって性別年齢別に死亡確率を推定する．ワイブル分布

の累積生存関数S(t)は次の通りである． 

𝑆(𝑡) = 𝑒𝑥𝑝 {− (
𝑡

𝛽
)

𝛼
}     (𝑡 ≥ 0) (1)

ここで，t は年齢（生存時間），α，β はパラメータであ

る．なお，死亡確率は対象地域における“生命表”の統

計データを基に算出する．算出した死亡確率に基づき，

モンテカルロ法により各個人の死亡を判定する．死亡し 

た個人は，これ以降，どのライフイベントも発生しない． 

c) 離婚イベント 

 既婚者を対象として，離婚を判定する．性別年齢別の

離婚者数をその年齢の既婚者数で割ることにより，年齢

別離婚確率を算出する．なお，結婚確率の算出には，対

象地域における人口動態調査の“夫年齢別離婚件数”，

国勢調査の“性・年齢・配偶関係別人口”における男性

の年齢別有配偶者数を用いる．算出した夫の離婚確率に

基づき，モンテカルロ法により各夫婦の離婚を判定する．

また，離婚時の性別構成構成比率として全国家庭動向調

査の“親との同別居割合”における全国平均値を用い，

離家者を判定する．さらに，離家者の行先として，“実

家（実母のいる世帯）に合流”，“域内で独立世帯を形

成”，“域外へ転出”の3パターンを考慮する．域内，

域外の判定は，国勢調査の“性別年齢別・原住地別5年

前の在住地”より選択確率を算出し使用する． 

d) 結婚イベント 

 男性は18歳以上，女性は16歳以上の未婚者を対象とし

て，結婚を判定する．性別年齢別の婚姻件数をその年齢

の未婚者数で割ることにより，性別年齢別結婚確率を算

出する．なお，結婚確率の算出には，対象地域における

人口動態調査の“夫・妻の同居時年齢別結婚者数”，国

勢調査の“性・年齢・配偶関係別人口”における有配偶

者数を除いた数を用いる．算出した結婚確率に基づき，

モンテカルロ法により性別年齢別に各個人の結婚を判定

する．本モデルでは，結婚イベントが発生すると判定さ

れた個人は，結婚候補者にリストアップされ，リストア

ップされた男女に配偶者の年齢を割り当てる．この際，

国勢調査の“夫婦の年齢別夫婦数”を用いる．リストア

ップされた男女のうち，配偶者の年齢が一致しているペ

アが存在すれば結婚させる．存在しない場合は，域外か

ら当該年齢の配偶者を転入させ，結婚させる．さらに，

世帯の合流・分離については，“夫の世帯に合流する”，

“妻の世帯に合流する”，“どちらの親とも同居しない”

の3パターンを考慮する．この時，全国家庭動向調査の

“親との同別居割合”における全国平均値を用いる． 

e) 出生イベント 

 既婚女性を対象者として子供の出生を判定する．既婚

女性（16歳～49歳）を対象として母の年齢別出生順位別

の出生確率を与える．本モデルでは，出産回数の上限を

6回とし，出生順位別に出生確率を推定する．本モデル

では，次に示すような一般化対数ガンマ分布を用いて出

生確率の推定式を求める．パラメータの推定には，人口

動態調査の“母の年齢・出生順位別出生数”を使用する． 

𝑔𝑛(𝑥) =
𝐶𝑛|𝜆|

𝑏𝑛𝛤(𝜆𝑛
−2)

(𝜆𝑛
−2)𝜆𝑛

−2
𝑒𝑥𝑝 [𝜆𝑛

−1(
𝑥−𝑢𝑛

𝑏𝑛
) − 𝜆𝑛

−2𝑒𝑥𝑝 {𝜆𝑛 (
𝑥−𝑢𝑛

𝑏𝑛
)}]

ここで，gn(x)はx歳の女性の第n子の出生確率，Γ( )はガ

ンマ分布であり，Cn，un，bn，λn，はパラメータである．

使用データは人口動態調査の“母の年齢・出生順位別出

生数”である． 

f) 就業・就学イベント 

 16歳，19歳，21歳，23歳，25歳の個人について，それ

ぞれ進学率を与え，進路を決定する．進学率については，

学校基本調査の“卒業後の状況調査”において進学人口

を卒業人口で割ったものを用いる．なお，就職の場合は

学生以外の職業割合を用いてモンテカルロ法により新た

な職業に更新する．また，16歳，19歳，21歳，23歳，25

歳の個人に対して，進学・就職時の離家判定（在留，域

内，域外転出）を行う．また，域外転出する学生は19歳，

21歳，23歳，25歳のタイミングで，元の世帯に戻る可能

性があるため，域内の個人のマイクロデータとは別に，

情報を保持しておく．また，タイムステップごとに転職

を表現する．まず，就業状態構成割合の変化に伴い発生

する転職対象者に，ランダムに職業を割り当て，就業状

態構成割合を更新する．その後，各職業から一定割合の

個人をランダムに選択し，職業間でランダムな遷移を発

生させる．以上により，就業状態構成割合の変化のため

に最低限必要な転職および，一定数の摂動的な転職を表

現しつつ，大多数の個人について，前年の職業を継続さ

せることとする． 

g) 免許保有状態更新 

 18歳以上の個人を対象として，運転免許の取得および

返納を判定する．性別年齢階層別に免許取得率および返

納率を算出する．使用するデータは，国勢調査の“性別

年齢別人口”および，運転免許統計の“年齢別運転免許保

有者数”である．初期世帯マイクロデータ推定時に使用

した免許保有率を1年スライドし，ある年齢階層におけ

(2) 
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る保有率の上昇を取得率，減少を返納率として算出する．

算出した取得率および返納率に基づき，モンテカルロ法

により性別年齢別の免許保有状況を判定する． 

h) 独立（離家） 

 離婚，就職・進学による離家とは別に，性別年齢別離

家者数を用いて個人の離家を判定する．この際，離家者

数フレームから離婚，就職・進学による離家数を除き，

不足する場合その数の個人を離家させる．また，未成年

のみの世帯は生成されない． 

i) 転居発生イベント 

 世帯の転居，域外転出を判定する．この時，国勢調査

の“性別年齢別・現住地別 5年前の在住地”を使用し，

性別年齢別転居・転出率を算出する．これに一致するよ

うな転居・転出世帯の組み合わせを探索し，得られた転

居・転出世帯の世帯主年齢と世帯人数から，世帯主年齢

別世帯人数別転居・転出率を算出する．この転居・転出

率に基づき，モンテカルロ法により世帯を転居・転出さ

せる． 

 

(2) 転入世帯生成モデル 

 世帯人数別転入世帯数と年齢別転入人口を用いて対象

地域外からの転入世帯を生成する．対象地域内の世帯マ

イクロデータの性別年齢階層別人口および世帯人数別世

帯数を集計する．これに対して，シミュレーションタイ

ムステップt+1期における人口・世帯数を外生フレーム

として与える．この際，人口問題研究所の推計データで

ある“日本の地域別将来人口・世帯数推計”を用いる．

地域内集計値と外生フレームとの差を算出することで，

転入人口および世帯数を決定する．算出した性別年齢階

層別人口および世帯人数別世帯数を周辺分布として，転

入人口と世帯人数別転入世帯数が整合するように，初期

世帯マイクロデータ生成と同手法で，転入世帯のマイク

ロデータを生成する．この際，住居形態および居住ゾー

ン属性は付加しない．また，転入人口にも同様に，就

学・就業状態，免許保有状況を付加する． 

 

(3) 住宅タイプ・居住地ゾーン選択モデル 

a) 住宅タイプ選択モデル 

 対象地域内への転居世帯を対象に，住居タイプ選択モ

デルにより，転居先の住居タイプを決定する．世帯の属

性を変数とする多項ロジットモデルにより，住居タイプ

の選択を行う．世帯nの住宅タイプの選択集合Hnは，Hn=

｛i=1(持家/戸建)，i=2(持家/集合)，i=3(賃貸/戸建)，i=4(賃

貸/集合)｝の4タイプとする．住宅タイプ選択モデルにお

ける多項ロジットモデルの選択確率および効用関数は次

のとおりである． 

 

𝑃𝑖𝑛 =
𝑒𝑉𝑖𝑛

∑ 𝑒𝑉𝑖𝑛𝑖∈𝐻𝑛

      (𝑖 ∈ 𝐻𝑛) (3a) 

𝑉𝑖𝑛 = ∑ 𝜃𝑘𝑋𝑖𝑛𝑘 + 𝑐

𝑘

      (𝑖 ∈ 𝐻𝑛) (3b) 

効用関数における世帯特定変数(Xink)として，世帯主年齢，

世帯人数，子供の数等を設定する．これにより，現況の

世帯分布を考慮した住宅タイプ選択確率を与える． 

b) 居住地ゾーン選択モデル 

 対象地域内への転居世帯を対象に，転居先のゾーンを

決定する．地域内の各ゾーンから1つのゾーンを選択す

る多項ロジットモデルにより，居住ゾーンを選択する．

居住ゾーン選択モデルでは，4つの住宅タイプごとに選

択確率を考える．また，世帯nの居住ゾーンの選択集合

をZnとしたとき，ゾーンiの選択確率について多項ロジ

ットモデルおよび効用関数は次のとおりである． 

𝑃𝑖𝑛 =
𝑒𝑉𝑖𝑛

∑ 𝑒𝑉𝑖𝑛𝑖∈𝐻𝑛

      (𝑖 ∈ 𝑍𝑛) (4a) 

𝑉𝑖𝑛 = ∑ 𝛼𝑘  𝑋𝑖𝑛𝑘

𝑘

+ ∑ 𝛽𝑙 𝑌𝑖𝑛𝑙

𝑙

+ 𝛾 𝐿𝑃𝑖 + 𝑐     (𝑖 ∈ 𝑍𝑛) 

効用関数における説明変数として，交通条件や土地条件

などのゾーン属性(Xink)，世帯人数，世帯主年齢などの世

帯属性(Yinl)，地価(LPi)を考える． 

 

(3) 地価モデル 

 シミュレーションタイムステップt+1期末の各ゾーン

の地価を，ヘドニック回帰モデルによって算出する．地

価モデルは次のとおりである． 

𝐿𝑃𝑖 = ∑ 𝛾𝑘  𝑋𝑘𝑖

𝑘

+ 𝛿𝐷𝑖 + 𝑐 (5) 

駅までの距離や用途地域などのゾーン条件（Xki）および

立地密度(Di)を考慮して地価（LPi）を算出する．これに

より，次期の居住ゾーン選択で用いる地価を更新する． 

 

 

5. モデルの適用 

 

(1) 対象地域 

 本研究では，豊橋市（図-5）を対象として，4次メッ

シュベースでマイクロシミュレーション型都市モデルを

構築する．なお，メッシュベースでのモデルの適用は，

メッシュ間の計量的比較が容易であり，シミュレーショ

ンにおいて徒歩圏環境等も考量できるといった利点があ 

る．平成25年国勢調査における対象地域内の人口有メッ

シュは787である．メッシュ内総人口は37万4997人，総

世帯数は14万4359世帯である． 

 豊橋市は，中長期を見据えた持続可能なまちづくりを

していくために，立地適正化計画を策定している．都市

計画区域全体を立地適正化計画の区域とすることを基本

(4b) 
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とし，区域が定められている．都市機能区域は，医療・

福祉・商業などの都市機能を都市の中心拠点や生活拠点

に誘導し集約する区域である．居住誘導区域は人口密度

を維持することで生活サービスや地域コミュニティが確

保されるように居住を誘導すべき区域である．また，豊

橋市では独自に“歩いて暮らせるまち区域”を設定し，

転居などに関する補助制度を実施している．豊橋市の都

市政に関する区域区分を図-5に示す． 

図-5 豊橋市の都市政策に関する区域区分 

 

(2) 使用データ 

 初期世帯マイクロデータの生成には，国勢調査の地域

メッシュ統計を周辺分布として用いる．また，個人・世

帯属性の生成には，国勢調査の小地域集計，人口等基本

調査，世帯構造等基本調査および，人口動態調査を使用

している．いずれも一般に入手可能なオープンデータで

ある．なお，本研究で使用するデータは，平成27年の国

勢調査結果である． 

 

 

6. 初期世帯マイクロデータ推定結果 

 

(1)  国勢調査データとの比較 

 高齢者のみ夫婦の世帯数をメッシュ別に集計した結果

が図-6である．図-2のフローにしたがって生成した初期

世帯マイクロデータの結果を推定値（縦軸），国勢調査

の集計値を実測値（横軸）としている．推定値と国勢調

査の実測値との間に顕著な差はみられないため，生成し

た世帯マイクロデータは，概ね実測値を再現できている

といえる．一方で，推定結果が実測値に対してやや小さ

いことが確認できる．本研究では，”その他”世帯の構

成パターンをいくつかのパターンに固定したため，世帯

構成の多様性が十分に考慮できなかったことが原因と考

えられる． 

(2) 既存手法との比較 

 対象地域内の一部地域における，性別年齢階層別世帯

内の世代構成割合を図-7に示す．なお，凡例の1桁目は

世帯内における世代，2桁目は性別（1=男，2=女）を示

している．既存手法における結果は，平成23年PT調査

より得られた世帯サンプルデータに基づき世帯マイクロ

データを推計したものである．両者を比較しても年齢別

世代構成割合に大きな差はみられない．よって，概ね既

存手法と同等かつ妥当性のある世帯マイクロデータを推

計できたと考えられる． 

図-6 高齢者のみ夫婦の世帯数 

図-7 性別年齢階層別の世代構成割合 
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7. 世帯マイクロデータを用いた空間的分析 

 

(1) ゾーン別世帯構成 

 豊橋市の都市政策に関する区域区分ごとの世帯数を図

-8に示す．ここでは，65歳以上を高齢者とする．歩いて

暮らせるまち区域内の世帯数が最も多く，全世帯のおよ

そ4割を占めており，次いで市街化調整区域内の世帯数

が3割と多いことが確認できる．また，図-9は都市政策

に関する区域区分ごとの世帯人数別世帯構成割合である．

これより，単身世帯における2~3割が，2人世帯における

3~4割が高齢者のみの世帯であることが分かる．また，

郊外の市街化調整区域においても，高齢者を含む世帯が

存在している．これより，都市機能施設へのアクセスに

優れない郊外地域においても，高齢夫婦世帯を中心とし

た高齢者のみの世帯が一定割合居住していることが確認

できる． 

 

(2) アクセシビリティ 

 各メッシュ重心から市内の主要病院への所要時間の平

均値をメッシュごとに算出した．各メッシュ重心から各

病院への所要時間の平均を図-10に示す．メッシュ重心

からの出発時刻は午前8時から正午までの20分おきであ

り，移動手段は徒歩および市内の公共交通（JR，私鉄

（豊鉄），バス（豊鉄バス），コミュニティバス）とし

ている．結果より，居住誘導区域内では，概ね所要時間

は小さいが，郊外の市街化調整区域では所要時間が大き

くなり，アクセス性に優れないことが示唆される．また，

メッシュ内の世帯数によって重みづけした，アクセシビ

リティを図-11に示す．いずれの世帯においても，郊外

に居住しているほど，アクセシビリティに優れないこと

が確認できる．このように，世帯マイクロデータを使用

することで，高齢者の有無など世帯の詳細な属性を考慮

した都市構造の分析・評価が可能となる． 

 

図-8 区域別世帯数 

 

図-9 世帯人数別世帯構成割合 

図-10 主要病院へのアクセシビリティ 

図-11 区域別平均アクセシビリティ 

 

 

8. オープンデータを用いた将来都市構造予測 

 

 本研究では，オープンデータのみを用いて初期世帯マ

イクロデータ推定，および将来都市構造予測モデルの構

築を試みた．特に，住宅タイプ・居住地ゾーン選択モデ
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ルにおけるパラメータ推定では，説明変数として，世帯

年齢，世帯人数，子供の数などの世帯属性を現況の世帯

マイクロデータにおける世帯分布より得ている．一方，

世帯サンプルデータを用いる既存モデルでは，過去に転

居履歴のある世帯サンプルデータを用いてパラメータを

推定することが一般的である．将来都市構造予測モデル

の構築においては，オープンデータを用いた本手法の妥

当性を検証する必要がある．構築したライフサイクルモ

デルおよび住宅タイプ・居住地ゾーン選択モデルを実都

市に適用し，オープンデータのみの利用による，住み替

え等の将来都市構造変化の表現可能性について考察する． 

 

 

9. おわりに 

 

 本研究では，分析としての汎用性も考慮するため，オ

ープンデータを用いたマイクロシミュレーション型都市

モデルの構造や手法を構築した．モデルでは，個人・世

帯のマイクロデータを用いて，各個人にライフイベント

の発生確率を与えることで人口動態を表現する．ライフ

イベントとして，加齢，死亡，離婚，結婚，出生，進

学・就業，免許取得・返納，転居を考慮した．また，住

宅タイプ・居住ゾーン選択モデルを構築することで，世

帯の立地選択をモデル化した．一方で，本研究では実都

市を対象に，オープンデータを使用し初期世帯マイクロ

データの推定を行った．その結果，国勢調査の実測値に

対する再現性が確認できた，さらに，既存手法との比較

により世帯マイクロデータとしての妥当性も確認された．

また，初期世帯マイクロデータを用いた対象地域におけ

る分析では，一定割合の高齢者のみ世帯がアクセシビリ

ティに優れない郊外地域に居住していることが確認でき

た．このように，世帯マイクロデータを用いた空間的な

分析は，世帯の属性を詳細に考慮した都市政策評価を実

現する可能性を持つ．また，講演時にはライフサイクル

モデルおよび住宅タイプ・居住地ゾーン選択モデルを実

都市において適用した結果，および将来都市構造変化の

表現の妥当性について言及する予定である．さらに，今

後は，個人・世帯属性やゾーン属性，立地誘導政策等を

考慮した都市構造・政策評価を実施する予定である． 
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しました．ここに感謝の意を表します． 
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